
1.時間外労働の上限規制（法36条および139〜142
条関係）

［ 1］時間外・休日労働協定の対象期間と有効期間
　時間外・休日労働協定における対象期間とは、

法36条の規定により労働時間を延長し、または�

休日に労働させることができる期間をいい、これ

は 1年間に限られ、時間外・休日労働協定におい

てその起算日を定めることによって期間が特定さ

れる。

　これに対して、時間外・休日労働協定の有効期

間とは、当該協定が効力を有する期間をいうもの

であり、対象期間が 1年間に限られることから、

有効期間は最も短い場合でも原則として 1年間と

なる。また、時間外・休日労働協定について定期

的に見直しを行う必要があると考えられることか

ら、有効期間は 1年間とすることが望ましい。

　なお、時間外・休日労働協定において 1年間を

超える有効期間を定めた場合の対象期間は、当該
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有効期間の範囲内において、当該時間外・休日労

働協定で定める対象期間の起算日から 1年ごとに

区分した各期間となる。

［ 2］1年単位の変形労働時間制の対象期間の一部
が含まれる場合

　時間外・休日労働協定で対象期間として定めら

れた 1年間の中に、対象期間が 3カ月を超える 1

年単位の変形労働時間制の対象期間が 3カ月を超

えて含まれている場合には、限度時間は月42時間

および年320時間となる。

［ 3］対象期間の途中における破棄・再締結
　時間外労働の上限規制の実効性を確保する観点

から、 1年についての限度時間および月数は厳格

に適用すべきものであり、対象期間の途中で時間

外・休日労働協定を破棄・再締結し、対象期間の

起算日を当初の時間外・休日労働協定から変更す

ることは原則として認められない。

　なお、複数の事業場を有する企業において、対

象期間を全社的に統一する場合のように、やむを

得ず対象期間の起算日を変更する場合は、時間

外・休日労働協定を再締結した後の期間において

も、再締結後の時間外・休日労働協定を遵守する

ことに加えて、当初の時間外・休日労働協定の対

象期間における 1年の延長時間および限度時間を

超えて労働させることができる月数を引き続き遵

守しなければならない。

［ 4］限度時間を超えて労働させる必要がある場合
　「通常予見することのできない業務量の大幅な増

加等に伴い臨時的に第 3項の限度時間を超えて労

働させる必要がある場合」とは、全体として 1年

の半分を超えない一定の限られた時期において一

時的・突発的に業務量が増える状況等により限度

時間を超えて労働させる必要がある場合をいい、

「通常予見することのできない業務量の増加」と

は、こうした状況の一つの例として規定されたも

のとなる。

　その上で、具体的にどのような場合を協定する

かについては、労使当事者が事業または業務の態

様等に即して自主的に協議し、可能な限り具体的

に定める必要がある。

　なお、非常災害時等の時間外労働に該当する場

合はこれに含まれない。

［ 5］転勤の場合
　①限度時間、② 1年についての延長時間の上限

は、事業場における時間外・休日労働協定の内容

を規制するものであり、特定の労働者が転勤した

場合は通算されない。

　これに対して、③月100時間未満、2〜 6カ月平

均80時間以内の時間数の上限は、労働者個人の実

労働時間を規制するものであり、特定の労働者が

転勤した場合は通算して適用される。

［ 6］指針に適合しない時間外・休日労働協定の効力
　法定要件を満たしているが、指針に適合しない

時間外・休日労働協定は直ちには無効とはならな

い。

　なお、指針に適合しない時間外・休日労働協定

は、助言および指導の対象となる。

［ 7］中小事業主に係る届け出様式の取り扱い
　新様式の記載項目は、旧様式における記載項目

を包含しており、中小事業主は、旧様式により届

け出るべき時間外・休日労働協定を、新様式によ

り届け出ることは差し支えない。

　また、旧様式により届け出るべき時間外・休日

労働協定が新様式で届け出られた際は、改正前の

法および労働基準法施行規則ならびに「労働基準

法第36条第 1項の協定で定める労働時間の延長の

限度等に関する基準」（平10.12.28　労告154、最終

改正：平21. 5.29　厚労告316）に適合していれば
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足り、月100時間未満、2〜 6カ月平均80時間以内

の要件を満たすことについて協定しない場合（月

80時間を超えない場合）は、チェックボックスへ

のチェックは不要となる。

2.年 5 日以上の年次有給休暇の確実な取得（法39
条 7 項・8項関係）

［ 1］使用者による時季指定の対象となる労働者
　「有給休暇の日数が10労働日以上である労働者」

とは、基準日に付与される年次有給休暇（以下、

年休）の日数が10労働日以上である労働者を規定

したものであり、比例付与の対象となる労働者で、

今年度の基準日に付与される年休の日数が10労働

日未満であるものについては、仮に、前年度繰り

越し分の年休も合算すれば10労働日以上となった

としても、「有給休暇の日数が10労働日以上である

労働者」には含まれない。

［ 2］半日単位・時間単位による時季指定の可否
　時季指定に当たって労働者の意見を聴いた際に、

半日単位の年休の取得希望があった場合には、使

用者が年休の時季指定を半日単位で行うことは差

し支えない。この場合において、半日の年休の日

数は0.5日として取り扱う。

　なお、時季指定を時間単位で行うことは認めら

れない。

［ 3］前年度から繰り越された年休の取り扱い
　前年度からの繰り越し分の年休を取得した場合

は、その日数分を使用者が時季指定すべき 5日の

年休から控除する。

　なお、使用者が時季指定すべき年 5日の年休に

関しては、労働者が実際に取得した年休が、前年

度からの繰り越し分の年休であるか、当年度の基

準日に付与された年休であるかについては問わな

い。

［ 4］事後における時季変更の可否
　使用者が指定した時季について、使用者が労働

者への意見聴取の手続きを再度行い、その意見を

尊重することによって変更することは可能。

　また、使用者が指定した時季を労働者が変更す

ることはできないが、使用者が指定した後に労働

者に変更の希望があれば、再度意見を聴取し、そ

の意見を尊重することが望ましい。

［ 5］年 5日を超える時季指定の可否
　労働者の個人的事由による取得のために、労働

者の指定した時季に与えられるものとして一定の

日数を留保する観点から、使用者による時季指定

として 5日を超える日数を指定することはできな

い。

　また、使用者が時季指定を行うよりも前に、労

働者自ら請求し、または計画的付与により具体的

な年休日が特定されている場合には、当該特定さ

れている日数について使用者が時季指定すること

はできない。

［ 6］年次有給休暇管理簿の作成
　「年次有給休暇管理簿」に記載すべき「日数」と

しては、労働者が自ら請求し取得したもの、使用

者が時季を指定し取得したものまたは計画的付与

により取得したものにかかわらず、実際に労働者

が年休を取得した日数（半日単位で取得した回数

および時間単位で取得した時間数を含む）を記載

する必要がある。

　また、労働者名簿、賃金台帳と同様の要件を満

たした上で、電子機器を用いて磁気ディスク、磁

気テープ、光ディスク等により調整することは差

し支えない。

［ 7］就業規則への記載
　休暇に関する事項は就業規則の絶対的必要記載

事項であるため、使用者が時季指定を実施する場
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合は、時季指定の対象となる労働者の範囲および

時季指定の方法等について、就業規則に記載する

必要がある［図表 1］。

3.フレックスタイム制（法32条の 3関係）
［ 1］時間外・休日労働協定および割増賃金との関係
　清算期間が 1カ月を超える場合において、清算

期間を 1カ月ごとに区分した各期間を平均して 1

週間当たり50時間を超えて労働させた場合は時間

外労働に該当するため、法36条 1 項の協定（以下、

時間外・休日労働協定）の締結および届け出が必

要となり、清算期間の途中であっても、当該各期

間に対応した賃金支払日に割増賃金を支払わなけ

ればならない。

［ 2］時間外・休日労働協定における協定事項
　フレックスタイム制において時間外・休日労働

協定を締結する際、法改正後における取り扱いに

ついても、 1日について延長することができる時

間を協定する必要はなく、 1カ月および 1年につ

いて協定すれば足りる［図表 2］。

［ 3］月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率
の適用

　月60時間を超える時間外労働に対しては 5割以

上の率で計算した割増賃金を支払う必要があるが

（中小事業主は平成35年 4 月 1 日より適用猶予措

置が廃止）、清算期間が 1カ月を超えるフレックス

タイム制に対しても、清算期間を 1カ月ごとに区

分した各期間を平均して 1週間当たり50時間を超

えて労働させた時間については、清算期間の途中

であっても、時間外労働としてその都度割増賃金

を支払わなければならず、当該時間が月60時間を

超える場合は 5割以上の割増賃金を支払わなけれ

ばならない。

　また、清算期間を 1カ月ごとに区分した各期間

の最終の期間においては、当該最終の期間を平均

して 1週間当たり50時間を超えて労働させた時間

に加えて、当該清算期間における総実労働時間か

ら、①当該清算期間の法定労働時間の総枠、②当

該清算期間中のその他の期間において時間外労働

として取り扱った時間を控除した時間が時間外労

働時間となり、この時間が60時間を超える場合に

は 5割以上の割増賃金を支払わなければならない。

［ 4］法36条 6 項 2 号および 3号の適用
　「法36条 6 項」では、労働時間を延長して労働さ

せ、または休日において労働させる場合であって

も、以下に掲げる時間について、各号に定める要

件を満たす必要があるとしている。

・�1カ月における時間外・休日労働時間数は100時

間未満であること（同条同項 2号）

・�対象期間の初日から 1カ月ごとに区分した各期

間の直前の 1カ月、 2カ月、 3カ月、 4カ月お

よび 5カ月の期間を加えたそれぞれの期間にお

ける時間外・休日労働時間数が 1カ月当たりの

平均で80時間を超えないこと（同条同項 3号）

　清算期間が 1カ月を超える場合のフレックスタ

イム制においては、清算期間を 1カ月ごとに区分

 �就業規則規定例「年次有給休暇の時季指定」図表 1

第○条
1 ～ 4 項（略）
※�　厚生労働省HPで公開しているモデル就業規則

を参照。

5 �　第 1項又は第 2項の年次有給休暇が10日以
上与えられた労働者に対しては、第 3項の規
定にかかわらず、付与日から 1年以内に、当
該労働者の有する年次有給休暇日数のうち 5
日について、会社が労働者の意見を聴取し、
その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を
指定して取得させる。ただし、労働者が第 3
項又は第 4項の規定による年次有給休暇を取
得した場合においては、当該取得した日数分
を 5日から控除するものとする。

資料出所：�厚生労働省パンフレット「年 5日の年次有給休暇
の確実な取得 わかりやすい解説」
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した各期間について、当該各期間（最終の期間を

除く）を平均して 1週間当たり50時間を超えて労

働させた時間に対して、法36条 6 項 2 号および 3

号が適用される。また、清算期間を 1カ月ごとに

区分した各期間の最終の期間においては、当該最

終の期間を平均して 1週間当たり50時間を超えて

労働させた時間に加えて、当該清算期間における

総実労働時間から、①当該清算期間の法定労働時

間の総枠、②当該清算期間中のその他の期間にお

いて時間外労働として取り扱った時間を控除した

時間が時間外労働時間として算定され、この時間

について法36条 6 項 2 号および 3号が適用される。

　なお、長時間の時間外労働を行わせることは、

そもそも労働者があらかじめ定められた総労働時

間の範囲内で始業および終業の時刻を選択し、仕

事と生活の調和を図りながら働くための制度であ

るフレックスタイム制の趣旨に合致しないことに

留意が必要となる。

 �清算期間を 3カ月間とする労使協定例図表 2

○○産業株式会社と○○産業労働組合とは、労働基準法第32条の 3の規定にもとづ
き、フレックスタイム制について、次のとおり協定する。

（フレックスタイム制の適用社員）
第�○条　営業部及び開発部に所属する従業員にフレックスタイム制を適用する。
（清算期間）
第�○条　労働時間の清算期間は、 4月、 7月、10月、 1月の 1日から翌々月末日ま
での 3箇月間とする。
（総労働時間）
第�○条　清算期間における総労働時間は、 1日 7時間に清算期間中の所定労働日数
を乗じて得られた時間数とする。
　　総労働時間＝�7 時間× 3箇月の所定労働日数
（ 1日の標準労働時間）
第�○条　 1日の標準労働時間は、 7時間とする。
（コアタイム）
第�○条　必ず労働しなければならない時間帯は、午前10時から午後 3時までとする。
（フレキシブルタイム）
第�○条　適用社員の選択により労働することができる時間帯は、次のとおりとする。
　　始業時間帯＝�午前 6時から午前10時までの間
　　終業時間帯＝�午後 3時から午後 7時までの間
（超過時間の取扱い）
第�○条　清算期間中の実労働時間が総労働時間を超過したときは、会社は、超過し
た時間に対して時間外割増賃金を支給する。
（不足時間の取扱い）
第�○条　清算期間中の実労働時間が総労働時間に不足したときは、不足時間を次の
清算期間にその法定労働時間の範囲内で繰り越すものとする。
（有効期間）
第�○条　本協定の有効期間は、○○年○月○日から 1年とする。

資料出所：�厚生労働省パンフレット「フレックスタイム制のわかりやすい解説＆導入の手引き」
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